
令和 4 年度 

決 算 報 告 書 

自 令和 4 年 4 月 1 日 

至 令和 5 年 3 月 31日 

一般財団法人 ＪＣＣＰ国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 



(単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　減
Ⅰ　資産の部

１．流動資産
現金預金 129,490,157 120,898,021 8,592,136
未収金 23,032,738 67,086,827 △ 44,054,089
前払金 13,265,504 9,830,937 3,434,567
立替金 6,060 110,705 △ 104,645

88,120 0 88,120
流動資産合計 165,882,579 197,926,490 △ 32,043,911

２．固定資産
（１）基本財産

投資有価証券 825,323,000 834,454,000 △ 9,131,000
基本財産合計 825,323,000 834,454,000 △ 9,131,000

（２）特定資産
建物付属設備 7,594,998 8,334,102 △ 739,104
機械装置 43,622,270 40,351,901 3,270,369
什器備品 12,022,239 15,878,228 △ 3,855,989
退職給付引当資産 139,712,500 146,883,200 △ 7,170,700
減価償却引当資産 117,381,907 117,381,907 0

特定資産合計 320,333,914 328,829,338 △ 8,495,424
（３）その他固定資産

建物付属設備 14,832,340 18,323,954 △ 3,491,614
機械装置 2,898,490 12,376,918 △ 9,478,428
什器備品 3,178,699 3,559,432 △ 380,733
電話加入権 1,391,852 1,391,852 0
敷金・保証金 1,810,865 1,810,865 0
特定事業積立金 713,591,200 726,512,000 △ 12,920,800

その他固定資産合計 737,703,446 763,975,021 △ 26,271,575
固定資産合計 1,883,360,360 1,927,258,359 △ 43,897,999

資産合計 2,049,242,939 2,125,184,849 △ 75,941,910

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未払金 2,036,740 2,711,632 △ 674,892
預り金 653,025 388,775 264,250
短期借入金 360,000,000 320,000,000 40,000,000
前受金 4,500,000 7,500,000 △ 3,000,000
賞与引当金 12,354,557 12,642,781 △ 288,224

流動負債合計 379,544,322 343,243,188 36,301,134
２．固定負債

退職給付引当金 139,712,500 146,883,200 △ 7,170,700
固定負債合計 139,712,500 146,883,200 △ 7,170,700

負債合計 519,256,822 490,126,388 29,130,434

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産

補助金 141,175,786 142,500,510 △ 1,324,724
寄付金 825,323,000 834,454,000 △ 9,131,000

指定正味財産合計 966,498,786 976,954,510 △ 10,455,724
（うち基本財産への充当額） (825,323,000) (834,454,000) (△ 9,131,000)
（うち特定資産への充当額） (141,175,786) (142,500,510) (△ 1,324,724)

２．一般正味財産 563,487,331 658,103,951 △ 94,616,620
（うち特定資産への充当額） (39,445,628) (39,445,628) (0)

正味財産合計 1,529,986,117 1,635,058,461 △ 105,072,344
負債及び正味財産合計 2,049,242,939 2,125,184,849 △ 75,941,910

科 目

貸　借　対　照　表
令和5年3月31日現在
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仮払金



（単位：円）
当年度 前年度 増 減

Ⅰ 一般正味財産増減の部
1. 経常増減の部

(1) 経常収益
① 基本財産運用益 5,038,000 5,038,000 0
② 受取会費 45,125,000 43,625,000 1,500,000
③ 受取分担金 457,004,840 428,055,036 28,949,804

29,683,706 5,851,989 23,831,717
基盤整備事業分担金 427,321,134 422,203,047 5,118,087

④ 受取補助金等 1,618,256,367 1,284,736,629 333,519,738
国庫補助金 1,618,256,367 1,284,736,629 333,519,738

⑤ 雑益 4,640,989 6,890,187 △ 2,249,198
受取利息等 4,640,989 6,890,187 △ 2,249,198

経常収益計 2,130,065,196 1,768,344,852 361,720,344
(2) 経常費用

① 事業費 2,086,132,294 1,722,117,070 364,015,224
高度人材育成支援事業 752,697,127 535,356,561 217,340,566
事業環境整備事業 1,333,435,167 1,186,760,509 146,674,658

② 管理費 123,448,500 65,342,262 58,106,238
③ 支払利息 2,161,922 1,847,325 314,597
経常費用計 2,211,742,716 1,789,306,657 422,436,059

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 81,677,520 △ 20,961,805 △ 60,715,715
投資有価証券評価損益等 △ 12,939,100 △ 1,011,148 △ 11,927,952
評価損益等計 △ 12,939,100 △ 1,011,148 △ 11,927,952
当期経常増減額 △ 94,616,620 △ 21,972,953 △ 72,643,667

2. 経常外増減の部
(1) 経常外収益

① 受取補助金等 29 0 29
② 受取寄附金 0 677,864,147 △ 677,864,147
経常外収益計 29 677,864,147 △ 677,864,118

(2) 経常外費用
① 固定資産除却損 29 4 25
経常外費用計 29 4 25

当期経常外増減額 0 677,864,143 △ 677,864,143
当期一般正味財産増減額 △ 94,616,620 655,891,190 △ 750,507,810
一般正味財産期首残高 658,103,951 2,212,761 655,891,190
一般正味財産期末残高 563,487,331 658,103,951 △ 94,616,620

Ⅱ 指定正味財産増減の部
① 受取補助金 21,419,829 22,426,364 △ 1,006,535
② 基本財産評価損益等 △ 9,131,000 △ 6,407,000 △ 2,724,000
③ 特定資産評価損益等 0 △ 13,731,727 13,731,727
④ 一般正味財産への振替額 △ 22,744,553 △ 693,756,235 671,011,682

当期指定正味財産増減額 △ 10,455,724 △ 691,468,598 681,012,874
指定正味財産期首残高 976,954,510 1,668,423,108 △ 691,468,598
指定正味財産期末残高 966,498,786 976,954,510 △ 10,455,724

Ⅲ 正味財産期末残高 1,529,986,117 1,635,058,461 △ 105,072,344

高度人材育成事業分担金

正味財産増減計算書
令和4年 4月 1日から令和5年 3月31日まで

科　　目
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（単位：円）
その他会計

産油・産ガス国高度
人材育成支援事業

産油・産ガス国事業
環境整備事業 小計 特定事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部
1.経常増減の部

(1)経常収益
①基本財産運用益 0 0 0 0 5,038,000 0 5,038,000
②受取会費 0 0 0 0 45,125,000 0 45,125,000
③受取分担金 29,683,706 427,321,134 457,004,840 0 0 0 457,004,840

29,683,706 0 29,683,706 0 0 0 29,683,706
基盤整備事業分担金 0 427,321,134 427,321,134 0 0 0 427,321,134

④受取補助金等 722,229,515 896,026,852 1,618,256,367 0 0 0 1,618,256,367
国庫補助金 722,229,515 896,026,852 1,618,256,367 0 0 0 1,618,256,367

⑤雑益 0 0 0 0 4,640,989 0 4,640,989
受取利息等 0 0 0 0 4,640,989 0 4,640,989

経常収益計 751,913,221 1,323,347,986 2,075,261,207 0 54,803,989 0 2,130,065,196
(2)経常費用

①事業費 752,697,127 1,333,435,167 2,086,132,294 0 0 0 2,086,132,294
高度人材育成支援事業 752,697,127 0 752,697,127 0 0 0 752,697,127
事業環境整備事業 0 1,333,435,167 1,333,435,167 0 0 0 1,333,435,167
特定事業費 0 0 0 0 0 0

②管理費 0 0 0 0 123,448,500 0 123,448,500
③支払利息 0 0 0 0 2,161,922 0 2,161,922
経常費用計 752,697,127 1,333,435,167 2,086,132,294 0 125,610,422 0 2,211,742,716

△ 783,906 △ 10,087,181 △ 10,871,087 0 △ 70,806,433 0 △ 81,677,520
投資有価証券評価損益等 0 0 0 0 △ 12,939,100 0 △ 12,939,100
評価損益等計 0 0 0 0 △ 12,939,100 0 △ 12,939,100
当期経常増減額 △ 783,906 △ 10,087,181 △ 10,871,087 0 △ 83,745,533 0 △ 94,616,620

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

①受取補助金等 4 25 29 0 0 0 29
経常外収益計 4 25 29 0 0 0 29

(2)経常外費用
①固定資産除却損 4 25 29 0 0 0 29
経常外費用計 4 25 29 0 0 0 29

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0
△ 783,906 △ 10,087,181 △ 10,871,087 0 △ 83,745,533 0 △ 94,616,620

当期一般正味財産増減額 △ 783,906 △ 10,087,181 △ 10,871,087 0 △ 83,745,533 0 △ 94,616,620
一般正味財産期首残高 291,243,448 13,337,394 304,580,842 0 353,523,109 0 658,103,951
一般正味財産期末残高 290,459,542 3,250,213 293,709,755 0 269,777,576 0 563,487,331

Ⅱ　指定正味財産増減の部
①受取補助金 245,300 21,174,529 21,419,829 0 0 0 21,419,829
②基本財産評価損益等 0 0 0 0 △ 9,131,000 0 △ 9,131,000
③一般正味財産への振替額 △ 3,191,022 △ 19,553,531 △ 22,744,553 0 0 0 △ 22,744,553

当期指定正味財産増減額 △ 2,945,722 1,620,998 △ 1,324,724 0 △ 9,131,000 0 △ 10,455,724
指定正味財産期首残高 20,575,780 121,924,730 142,500,510 680,996,822 153,457,178 0 976,954,510
指定正味財産期末残高 17,630,058 123,545,728 141,175,786 680,996,822 144,326,178 0 966,498,786

Ⅲ　正味財産期末残高 308,089,600 126,795,941 434,885,541 680,996,822 414,103,754 0 1,529,986,117

評価損益等調整前当期経常増減額

他会計振替前当期一般正味財産増減額

正味財産増減計算書内訳表
令和4年 4月 1日から令和5年3月31日まで

科　　目 法人会計 合計
内部
取引
消去

実施事業等会計

高度人材育成事業分担金
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財務諸表に対する注記

1. 重要な会計方針

(1)有価証券評価基準及び評価方法

 その他有価証券(時価のあるもの)・・・期末日の市場価格等に基づく時価法 

(2)固定資産の減価償却の方法 

建物・機械装置及び什器備品・・定額法による減価償却を実施している。 

(3)引当金の計上基準 

賞与引当金・・・・・従業員に対する賞与に備えるため、当事業年度末の支給見込

額基準で計上している。 

退職給付引当金・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末退職給与の自

己都合要支給額に相当する金額を計上している。 

(4)リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス

リース取引については、消費税の処理を含め通常の賃貸借取引に係る方法に

 準じた会計処理をしている。 

(5)消費税等の会計処理 

 消費税等は、税込方式によって会計処理している。 

2. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

投資有価証券 834,454,000 0 9,131,000 825,323,000 

小  計 834,454,000 0 9,131,000 835,323,000 

特定資産 

 建物付属設備 8,334,102 0 739,104 7,594,998 

機械装置 40,351,901 21,174,529 17,904,160 43,622,270 

什器備品 15,878,228 245,300 4,101,289 12,022,239 

退職給付引当資産 146,883,200 16,795,900 23,966,600 139,712,500 

減価償却引当資産 117,381,907 0 0 117,381,907 

小  計 328,829,338 38,215,729 46,711,153 320,333,914 

合  計 1,163,283,338 38,215,729 55,842,153 1,145,656,914 
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3. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科  目 当期末残高 

（うち指定正味

財産からの充当

額） 

（うち一般正味

財産からの充当

額） 

（うち負債に

対応する額） 

基本財産 

投資有価証券 825,323,000 (825,323,000) (0) (0) 

小  計 825,323,000 (825,323,000) (0) (0) 

特定資産 

建物付属設備 7,594,998 (7,594,998) (0) (0) 

機械装置 43,622,270 (43,622,270) (0) (0) 

什器備品 12,022,239 (12,022,239) (0) (0) 

退職給付引当資産 139,712,500  (0) (0) (139,712,500) 

減価償却引当資産 117,381,907 (77,936,279) (39,445,628) (0) 

小  計 320,333,914 (141,175,786) (39,445,628) (139,712,500) 

合  計 1,145,656,914 (966,498,786) (39,445,628) (139,712,500) 

4. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円） 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物付属設備 127,251,734 104,824,396 22,427,338 

機械装置 148,178,900 101,658,140 46,520,760 

什器備品 64,487,391 49,286,453 15,200,938 

合  計 339,918,025 255,738,989 84,149,036 

5. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円） 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上

の記載区分 

産油国石油精製

技術等対策事業

費補助金 

経済産業省 142,500,510 21,419,829 22,744,553 141,175,786 指定正味財産 

合  計 142,500,510 21,419,829 22,744,553 141,175,786 
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6. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円） 

内 容 金 額 

経常収益への振替額 

  減価償却費計上に伴う振替額 22,744,524 

経常外収益への振替額 

  固定資産除却損計上に伴う振替額 29 

合 計 22,744,553 
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附 属 明 細 書 

１．基本財産及び特定資産の明細 

  基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載をしているので省略する。 

２．引当金の明細 

  （単位：円） 

科 目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

賞与引当金 12,642,781 12,354,557 12,642,781 0 12,354,557 

退職給付引当金 146,883,200 16,795,900 23,966,600 0 139,712,500 



独立監査人の監査報告書

2023年5月18日

一般財団法人 JCCP 国際石油・ガス ・ 持続可能エネルギー協力機関

理事長鈴木康公殿

福留靖公認会計士事務所

千葉県船橋市

譴会計士闘誓刈璽》

監査意見

私は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第199条において準用する同法第
124条第2項第1号の規定に基づく監査に準じて、一般財団法人JCCP国際石油・ガス ・

持続可能エネルギー協力機関の2022年4月1日から2023年3月31日までの2022年
事業年度の貸借対照表、損益計算書（公益認定等ガイドラインII-4の定めによる「正
味財産増減計算書」をいう。）及び財務諸表に対する注記並びに附属明細書について監
査し、あわせて、貸借対照表内訳表及び正味財産増減計算書内訳表（以下、これらの監
森の対象書類を「財務諸表等」 という。） について監査を行った。

私は、上記の財務諸表等が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会
計の基準に準拠して、当該財務諸表等に係る期間の財産及び損益（正味財産増減）の状
況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における私の責任は、 「財務諸表等の監査における監査人の責任」に記
載されている。私は、我が国における職業 倫理に関する規定に従って、法人から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業 報告及びその附属明細書である。理事者の責任は、その他
の記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報

尋 尋
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告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。

私の財務諸表等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、私

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表等の監査における私の責任は、その他の記載内容を通読し、 通読の過程にお

いて、その他の記載内容と財務諸表等又は私が監査の過程で得た知識との間に重要な相

違があるかどうか検討すること、また、 そのような重要な相違以外にその他の記載内容

に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

私は、実施した作業に基づき、 その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合

には、 その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、 私が報告すべき事項はない。

財務諸表等に対する理事者及び監事の責任

理事者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計の基準に

準拠して財務諸表等を作成し適正に表示することにある。 これには、不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示のない財務諸表等を作成し適正に表示するために理事者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表等を作成するに当たり、理事者は、 継続組織の前提に基づき財務諸表等を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ

る公益法人会計の基準に基づいて継続組織に関する事項を開示する必要がある場合に

は当該事項を開示する責任がある。

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視す

ることにある。

財務諸表等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、 監査人が実施した監査に基づいて、 全体としての財務諸表等に不正

又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告

書において独立の立場から財務諸表等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、

不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、 財務諸表等の利用

者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の

過程を通じて、 職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施

する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、 評価する。 また、 重要な虚偽

表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査

人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

• 財務諸表等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので

{
‘

と

乙以多ぅ｝ ＼彦謬 l
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はないが、監壺人は、 リスク評価の実施に際して、 状況に応じた適切な監査手続を立

案するために、 監査に関連する内部統制を検討する。

理事者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事者によって行わ

れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

理事者が継続組織を前提として財務諸表等を作成することが適切であるかどうか、

また、入手した監査証拠に基づき、継続組織の前提に重要な疑義を生じさせるような

事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける c 継続組織の

前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表等の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表等の注記事項

が適切でない場合は、財務諸表等に対して除外事項付意見を表明することが求められ

ている。 監査人の結論は、 監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、

将来の事象や状況により、 法人は継続組織として存続できなくなる可能性がある ぇ3

財務諸表等の表示及び注記事項が、我が国において 一般に公正妥当と認められる公

益法人会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務

諸表等の表示、構成及び内容、並びに財務諸表等が基礎となる取引や会計事象を適正

しているかどうかを評価する。

監査人は、 監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含杓監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら

れているその他の事項について報告を行う。

利害関係

法人と私との間には、 公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

＼＼ログ
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監 査 報 告 

一般財団法人 JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

理事長 鈴木 康公 殿 

 私は、令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月 31日までの令和４年度の理事の職務の執行を

監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

１．監査の方法及びその内容 

各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め

るとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産

の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附

属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る財務諸表等

（貸借対照表（内訳表を含む）、正味財産増減計算書（内訳表を含む）、財産目録、財務諸表

に対する注記）及びその附属明細書について検討いたしました。 

２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果

  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示して

いるものと認めます。 

  二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

(2) 財務諸表等及びその附属明細書の監査結果

財務諸表等及びその附属明細書は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認めます。

令和 5年 5月 26日 

一般財団法人 

JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

監事   岩本 巧
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監 査 報 告 

一般財団法人 JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

理事長 鈴木 康公 殿 

 私は、令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月 31日までの令和４年度の理事の職務の執行を

監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

１．監査の方法及びその内容 

各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め

るとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産

の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附

属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る財務諸表等

（貸借対照表（内訳表を含む）、正味財産増減計算書（内訳表を含む）、財産目録、財務諸表

に対する注記）及びその附属明細書について検討いたしました。 

２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果

  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示して

いるものと認めます。 

  二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

(2) 財務諸表等及びその附属明細書の監査結果

財務諸表等及びその附属明細書は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認めます。

令和 5年 5月 26日 

一般財団法人 

JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

監事    石川 純一
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